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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載 

しておりません。 

２. 第56期第３四半期連結累計期間、第57期第３四半期連結累計期間、第57期第３四半期連結会計期間及び第56

期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。また、第56期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、かつ、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

    ３. 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第56期

第３四半期連結
累計期間 

第57期
第３四半期連結

累計期間 

第56期
第３四半期連結

会計期間 

第57期 
第３四半期連結 

会計期間 
第56期

会計期間 

自 平成20年
４月１日 

至 平成20年 
12月31日 

自 平成21年
４月１日 

至 平成21年 
12月31日 

自 平成20年
10月１日 

至 平成20年 
12月31日 

自 平成21年 
10月１日 

至 平成21年 
12月31日 

自 平成20年
４月１日 

至 平成21年 
３月31日 

売上高（百万円）  115,098  91,348  26,274  37,149  143,330

経常利益（百万円）  2,494  1,597  101  906  2,697

四半期（当期）純利益（△損失）

（百万円） 
 977  1,056  △123  706  990

純資産額（百万円） － －  47,271  47,433  47,513

総資産額（百万円） － －  77,639  84,638  70,500

１株当たり純資産額（円） － －  1,894.85  1,903.96  1,908.19

１株当たり四半期（当期）純利益

（△損失）金額（円） 
 39.50  42.69  △4.98  28.53  40.00

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  60.4  55.7  67.0

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △2,763  △1,977 － －  △3,716

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △375  △381 － －  △268

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,432  △880 － －  607

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  14,835  12,879  16,442

従業員数（人） － －  621  556  611
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グル－プ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、嘱託及び臨時従業員数（パートタイマーを含み、人材会社からの派遣社員は除く。）は、当

第３四半期連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、嘱託及び臨

時従業員数（パートタイマーを含み、人材会社からの派遣社員は除く。）は、当第３四半期会計期間の平均人員

を（ ）外数で記載しております。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 556 （87） 

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 372 （85） 
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(1）商品仕入実績 

 当第３四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

(2）受注状況 

 当社グループが営んでいる主な事業内容は電子部品、アッセンブリ製品及び電子機器の販売及びそれに付随する商

社活動であり、受注生産活動を行っていないため、受注規模を金額で記載しておりません。 

(3）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 (注）１．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。  

      ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

  

     当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

第２【事業の状況】

１【仕入、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日 

前年同四半期比（％）
  

電子部品事業（百万円）  24,992  112.9

アッセンブリ事業（百万円）  12,109  362.3

その他の事業（百万円）  637  46.9

合計（百万円）  37,740  140.6

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日 

  
前年同四半期比（％）  

  

電子部品事業（百万円）  25,206   115.4

アッセンブリ事業（百万円）  11,178   376.8

その他の事業（百万円）  763   52.0

合計（百万円）  37,149  141.4

相手先 

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間 

      （自  平成20年10月１日       （自  平成21年10月１日 

        至  平成20年12月31日）         至  平成21年12月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

 ニッコウ電機株式会社 － －  8,062 21.7

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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（1）業績の状況 

   当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、デフレの進行や個人消費の低迷など不安要因はあるもの

の、緩やかに回復してまいりました。 当社グループを取巻く環境につきましては、国内においては、設備投資の

抑制などにより回復が遅れている分野も散見されますが、政府の経済対策効果等により電装関連等の売上高は当

第３四半期連結会計期間で前年を上回りました。また、娯楽機器関連につきましては、当社担当機種が当第３四

半期連結会計期間に集中したこともあり、前年を大きく上回りました。海外においても、欧米・日系企業は回復

が緩やかながら、液晶テレビ向け電源等アジア内需向け製品は好調に推移し、また、国内同様娯楽機器関連が好

調に推移した結果、売上高は前年を上回りました。 

     これらの結果、当社グループの連結売上高は、371億49百万円（前年同期比41.4％増）となりました。これを地

域別にみますと、日本が301億１百万円（前年同期比35.5％増）、アジアが66億61百万円（前年同期比83.8％

増）、北米が３億85百万円（前年同期比12.3％減）であります。 

 利益面につきましても、上記売上増加により経常利益は９億６百万円（前年同期比789.1％増）、四半期純利益

は７億６百万円（前年同期は四半期純損失１億23百万円）となりました。  

  

       事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

電子部品事業 

       電子部品事業におきましては、売上高は252億６百万円（前年同期比15.4％増）となりました。 

  ① 集積回路 

     国内においては、ゲーム機向けＬＳＩは堅調に推移し、自動車電装用マイコンもエコカー減税等の影響により

前年を上回りました。また、海外においても、電力メータ向けマイコン等が増加し堅調に推移いたしました。 

        以上の結果、集積回路の売上高は94億64百万円（前年同期比12.8％増）となりました。 

     ② 半導体素子 

        国内においては、エコカー減税等の影響により自動車電装用半導体が堅調に推移いたしました。また、海外に

おいては、液晶テレビ向け電源用半導体が堅調に推移いたしました。 

        以上の結果、半導体素子の売上高は40億15百万円（前年同期比26.6％増）となりました。 

      ③ 回路部品 

         国内においては、携帯電話向けノイズ部品及び産業機器関連向けが低調に推移いたしました。海外において

は、全般的に低調に推移いたしました。 

     以上の結果、回路部品の売上高は40億４百万円（前年同期比5.4％減）となりました。 

      ④ 電子管 

         国内において、娯楽機器向け液晶パネルが、新規採用により大幅に増加いたしました。 

        以上の結果、電子管の売上高は59億42百万円（前年同期比136.7％増）となりました。 

      ⑤ その他電子部品 

         国内において、携帯電話向け水晶発振子用ハーメチックシールは堅調に推移いたしましたが、娯楽機器向けが

減少いたしました。 

         以上の結果、その他電子部品の売上高は17億79百万円（前年同期比49.6％減）となりました。 

アッセンブリ事業 

         国内、海外ともに娯楽機器向け製品が大幅に増加いたしました。 

         以上の結果、アッセンブリ事業の売上高は111億78百万円（前年同期比276.8％増）となりました。   

その他の事業 

         電子機器 

         国内において、ＰＣ周辺機器向け光ディスクドライブやファイル装置が減少いたしました。 

         以上の結果、電子機器の売上高は７億63百万円（前年同期比48.0％減）となりました。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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          所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

     ① 日本 

         国内においては、ゲーム機器向けＬＳＩや自動車電装関連向けがエコカー減税等の影響により増加いたしまし

た。また、娯楽機器関連につきましては、当社担当機種が当第３四半期連結会計期間に集中したこともあり、前

年を大きく上回った結果、売上高は301億１百万円（前年同期比35.5％増）、営業利益は13億70百万円（前年同

期比93.1％増）となりました。 

      ② アジア 

         アジアにおいても、国内同様娯楽機器関連アッセンブリ事業が大きく前年を上回った結果、売上高は66億61百

万円（前年同期比83.8％増）、営業利益は３億13百万円（前年同期比189.0％増）となりました。 

      ③ 北米 

         北米においては、北米の金融不安による不況の影響を受け、自動車電装関連向けが減少した結果、売上高は３

億85百万円（前年同期比12.3％減）、営業利益は５百万円（前年同期比50.4％減）となりました。 

  

   （2）キャッシュ・フロ－の状況 

          当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前四半期

純利益は８億95百万円となり、仕入債務の増加、短期借入金の実行等があったものの、売上債権の増加、たな

卸資産の増加及び配当金の支払等があったことにより、現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第

２四半期連結会計期間末に比べ45億79百円減少し、当第３四半期連結会計期間末においては128億79百万円とな

りました。 

          当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フロ－の状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

       （営業活動によるキャッシュ・フロ－） 

      営業活動の結果使用した資金は、45億４百万円（前年同期は35億65百万円の使用）となりました。これは主

に仕入債務が72億42百万円増加したものの、売上債権82億58百万円、たな卸資産37億75百万円の増加等による

ものであります。 

    （投資活動によるキャッシュ・フロ－） 

      投資活動の結果使用した資金は49百万円（前年同期は２億１百万円の使用）となりました。これは主にその

他投資資産の売却・解約による収入75百万円等があったものの、投資有価証券の取得１億４百万円の支出等に

よるものであります。 

    （財務活動によるキャッシュ・フロ－） 

      財務活動の結果使用した資金は、２億11百万円（前年同期は18百万円の使用）となりました。これは主に短

期借入金の実行による収入３億25百万円があったものの、配当金の支払４億95百万円の支出等があったことに

よるものであります。 

   （3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

   当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

   （4）研究開発活動 

  該当事項はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

  当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

  当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

    該当事項はありません。 

    該当事項はありません。 

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  39,700,000

計  39,700,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  24,855,283  24,855,283
 東京証券取引所 

 市場第一部   

 単元株式数 

 100株  

計  24,855,283  24,855,283 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

 平成21年10月１日～ 
平成21年12月31日  

 －  24,855,283 －  9,501  －  9,599

（５）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

   ①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

（注） 当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は100,931株であります。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

（６）【議決権の状況】

  平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
    普通株式 

   100,600
－ － 

完全議決権株式（その他） 
    普通株式  

 24,722,500
      247,225      － 

単元未満株式 
    普通株式      

 32,183
－ － 

発行済株式総数       24,855,283 － － 

総株主の議決権 －  247,225 － 

  平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

 新光商事株式会社 
東京都品川区大崎 

一丁目２番２号 
 100,600 －   100,600  0.41

計 －  100,600 －  100,600  0.41

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 730 797 828 924 883 847 773 725 750 

最低（円） 600 633 702 759 811 741 688 630 643 
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 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

  

（1）新任役員 

（注）1 監査役坂巻   國男は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

      2 退任した監査役の補欠として就任したため、任期は前任者の任期満了の時である平成24年３月期に係る 

         定時株主総会の終結の時までであります。  

  

（2）退任役員  

 （注）監査役鈴木 和雄は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有株式

数 
就任年月

日 
（千株）

監査役   坂巻  國男 昭和19年１月22日生

昭和47年４月 弁護士登録 

（注）

２ 
―

平成21年
９月30日

             （現任） 

平成13年４月 東京地方裁判所 

             民事調停委員 

平成14年４月 東京弁護士会 

             副会長 

平成19年４月 日本弁護士連合 

             会常任理事 

平成21年４月 中央大学客員 

             講師（現任） 

役名       職名  氏名  退任年月日 

 監査役       鈴木  和雄  平成21年７月30日 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

    当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期

間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期

連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日

から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日か

ら平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表については、公認会計士桜友共同事務所所属、公認会計士大河原恵史氏、公認会計士肥沼栄三

郎氏及び公認会計士中市俊也氏による四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表については、公認会計士桜友共同事務所所属、公認会計士肥沼栄三郎氏、公認会計士藤枝

宗明氏及び公認会計士中市俊也氏による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,879 16,442

受取手形及び売掛金 ※6  41,263 27,735

商品及び製品 16,072 10,910

繰延税金資産 342 383

未収入金 ※3  6,171 ※3  7,247

その他 336 285

貸倒引当金 △153 △86

流動資産合計 76,912 62,918

固定資産   

有形固定資産 ※1  2,641 ※1  2,678

無形固定資産 673 793

投資その他の資産   

投資有価証券 2,293 1,836

繰延税金資産 416 521

その他 1,715 1,794

貸倒引当金 △13 △42

投資その他の資産合計 4,410 4,109

固定資産合計 7,725 7,582

資産合計 84,638 70,500

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※6  28,519 14,105

短期借入金 3,635 3,526

未払法人税等 199 81

役員賞与引当金 12 5

その他 858 1,258

流動負債合計 33,224 18,976

固定負債   

長期借入金 2,500 2,500

再評価に係る繰延税金負債 343 343

退職給付引当金 970 1,002

その他 165 163

固定負債合計 3,979 4,009

負債合計 37,204 22,986
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,501 9,501

資本剰余金 9,600 9,600

利益剰余金 28,833 28,767

自己株式 △76 △76

株主資本合計 47,858 47,792

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 56 △97

土地再評価差額金 501 501

為替換算調整勘定 △1,285 △958

評価・換算差額等合計 △727 △555

少数株主持分 302 276

純資産合計 47,433 47,513

負債純資産合計 84,638 70,500
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 115,098 91,348

売上原価 105,682 83,693

売上総利益 9,415 7,654

販売費及び一般管理費 ※  7,322 ※  5,841

営業利益 2,092 1,812

営業外収益   

受取利息 89 29

受取配当金 40 27

仕入割引 90 24

為替差益 221 －

雑収入 22 42

営業外収益合計 464 123

営業外費用   

支払利息 38 48

為替差損 － 281

雑支出 24 9

営業外費用合計 62 338

経常利益 2,494 1,597

特別利益   

貸倒引当金戻入額 53 10

退職給付引当金戻入額 － 27

その他 7 0

特別利益合計 61 37

特別損失   

固定資産除売却損 － 29

投資有価証券評価損 282 －

特別退職金 － 46

事務所移転費用 － 31

その他 68 40

特別損失合計 350 147

税金等調整前四半期純利益 2,205 1,487

法人税等 1,192 404

少数株主利益 35 26

四半期純利益 977 1,056
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 26,274 37,149

売上原価 24,180 34,153

売上総利益 2,094 2,995

販売費及び一般管理費 ※  2,221 ※  2,028

営業利益又は営業損失（△） △126 967

営業外収益   

受取利息 23 4

受取配当金 13 10

仕入割引 7 11

為替差益 201 －

雑収入 5 9

営業外収益合計 250 35

営業外費用   

支払利息 11 15

為替差損 － 76

雑支出 10 4

営業外費用合計 22 96

経常利益 101 906

特別利益   

貸倒引当金戻入額 31 0

その他 － 0

特別利益合計 31 0

特別損失   

固定資産除売却損 － 8

投資有価証券評価損 273 －

その他 0 2

特別損失合計 273 10

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△140 895

法人税等 15 161

少数株主利益又は少数株主損失（△） △32 27

四半期純利益又は四半期純損失（△） △123 706
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,205 1,487

減価償却費 309 338

退職給付引当金の増減額（△は減少） 18 △31

貸倒引当金の増減額（△は減少） △47 37

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △42 7

受取利息及び受取配当金 △129 △56

支払利息 38 48

有形固定資産除売却損益（△は益） 28 21

投資有価証券売却損益（△は益） △1 0

投資有価証券評価損益（△は益） 282 －

リース解約損 － 17

売上債権の増減額（△は増加） 16,401 △13,499

未収入金の増減額（△は増加） 88 1,348

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,140 △5,162

仕入債務の増減額（△は減少） △16,255 14,414

未払又は未収消費税等の増減額 △259 △433

その他の資産・負債の増減額 △653 △445

その他 28 39

小計 △1,130 △1,868

利息及び配当金の受取額 128 59

利息の支払額 △35 △44

リース契約解除に伴う支払額 － △17

法人税等の支払額 △1,726 △106

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,763 △1,977

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △9 △197

投資有価証券の売却による収入 9 0

有形固定資産の取得による支出 △71 △116

有形固定資産の売却による収入 11 0

無形固定資産の取得による支出 △271 △115

貸付けによる支出 △0 △0

貸付金の回収による収入 2 1

その他の支出 △57 △64

その他の収入 12 110

投資活動によるキャッシュ・フロー △375 △381

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 4,797 1,203

短期借入金の返済による支出 △5,240 △1,094

自己株式の取得による支出 △1 △0

自己株式の売却による収入 0 －

配当金の支払額 △988 △989

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,432 △880

現金及び現金同等物に係る換算差額 △688 △323

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,259 △3,563

現金及び現金同等物の期首残高 20,029 16,442

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 65 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  14,835 ※  12,879

- 15 -



      該当事項はありません。 

    【表示方法の変更】 

  

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 当第３四半期連結累計期間 

（自 平成21年４月１日 

    至 平成21年12月31日）  

（四半期連結損益計算書） 

      前第３四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めておりました「特別退職金」、「固定資産除

売却損」及び「事務所移転費用」は、特別損失の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記

しております。 

      なお、前第３四半期連結累計期間における「特別退職金」、「固定資産除売却損」及び「事務所移転費用」の金

額はそれぞれ、14百万円、29百万円及び２百万円であります。  

 当第３四半期連結会計期間 

（自 平成21年10月１日 

    至 平成21年12月31日）  

（四半期連結損益計算書） 

      前第３四半期連結会計期間において、特別損失の「その他」に含めておりました「固定資産除売却損」は、特別

損失の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記しております。 

      なお、前第３四半期連結会計期間における「固定資産除売却損」の金額は０百万円であります。  

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定しております。 

２. 棚卸資産の評価方法  当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、当第２四半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法に

より算定する方法によっております。  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

    税金費用の計算  税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。  

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あります。 

1,238 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あります。 

1,237

 ２ 保証債務 

当社の従業員の金融機関からの住宅取得借入れに対

し債務保証を行っております。 

従業員     百万円37

計    百万円37

 ２ 保証債務 

当社の従業員の金融機関からの住宅取得借入れに対

し債務保証を行っております。 

従業員    百万円42

計 百万円42

※３ 未収入金 

 ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収

額 百万円が含まれております。  5,529

※３ 未収入金 

 ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収

額 百万円が含まれております。  6,499

４ 受取手形裏書譲渡高は、 百万円であります。 12 ４ 受取手形裏書譲渡高は、 百万円であります。 12

５                ─────    ５  遡及義務を伴うファクタリングによる売上債権の

売却残高は 百万円であります。 686

※６  連結会計期間末日満期手形 

   連結会計期間末日満期手形の会計処理については、

当連結会計期間の末日は金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理しております。

当連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりで

あります。 

   受取手形            百万円  

   支払手形                            

1,503

111

           ───── 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給与及び賞与 3,244百万円

貸倒引当金繰入額  19  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給与及び賞与 2,483百万円

貸倒引当金繰入額  71  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給与及び賞与 977百万円

貸倒引当金繰入額  0  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給与及び賞与 889百万円

貸倒引当金繰入額  33  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年12月31日現在） （平成21年12月31日現在）

  （百万円）

現金及び預金勘定 14,835

現金及び現金同等物 14,835

  （百万円）

現金及び預金勘定 12,879

現金及び現金同等物 12,879
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

      該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

（株主資本等関係）

  普通株式  24,855千株 

  普通株式  100千株 

  

  

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月４日 

取締役会 
普通株式 495 20  平成21年３月31日  平成21年６月８日 利益剰余金 

平成21年10月30日 

取締役会 
普通株式 495 20  平成21年９月30日  平成21年11月25日 利益剰余金 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
電子部品事業
（百万円） 

アッセンブリ
事業 

（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  21,840  2,966  1,467  26,274  ―  26,274

(2）セグメント間の内部売上 

高又は振替高 
 ―  ―  ―  ―  ―  ―

  計  21,840  2,966  1,467  26,274  ―  26,274

営業利益（△損失）  346  55  40  442 △569  △126

  
電子部品事業
（百万円） 

アッセンブリ
事業 

（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  25,206  11,178  763  37,149  ―  37,149

(2）セグメント間の内部売上 

高又は振替高 
 ―  ―  ―  ―  ―  ―

  計  25,206  11,178  763  37,149  ―  37,149

営業利益  974  563  35  1,573 △606  967
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前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

      事業は、内部管理上の分類によって区分しております。 

２．各区分に属する主要な商品 

    ３. 会計処理の方法の変更 

            前第３四半期連結累計期間  

 （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２.（1）に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）

を適用しております。 

        なお、これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

 （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２.（2）に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務

対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。 

        なお、これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

  

  
電子部品事業
（百万円） 

アッセンブリ
事業 

（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  79,370  30,271  5,456  115,098  ―  115,098

(2）セグメント間の内部売上 

高又は振替高 
 ―  ―  ―  ―  ―  ―

  計  79,370  30,271  5,456  115,098  ―  115,098

営業利益  2,947  827  222  3,998 △1,905  2,092

  
電子部品事業
（百万円） 

アッセンブリ
事業 

（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  69,678  19,173  2,496  91,348  ―  91,348

(2）セグメント間の内部売上 

高又は振替高 
 ―  ―  ―  ―  ―  ―

  計  69,678  19,173  2,496  91,348  ―  91,348

営業利益  2,481  1,025  66  3,573 △1,760  1,812

事業区分 主要商品 

電子部品事業 集積回路、半導体素子、回路部品及び電子管 

アッセンブリ事業 アッセンブリ製品 

その他の事業 情報機器及び産業機器 
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前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
北米

（百万円） 
計

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  22,210  3,623  440  26,274  ―  26,274

(2）セグメント間の内部売上 

高又は振替高 
 1,449  1,699  ―  3,148 △3,148  ―

  計  23,660  5,323  440  29,423 △3,148  26,274

営業利益（△損失）  709  108  10  828 △955  △126

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
北米

（百万円） 
計

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  30,101  6,661  385  37,149  ―  37,149

(2）セグメント間の内部売上 

高又は振替高 
 1,566  4,189  2  5,758 △5,758  ―

  計  31,668  10,851  387  42,907 △5,758  37,149

営業利益  1,370  313  5  1,689 △721  967
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前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

 (1)アジア…大韓民国、香港、中華人民共和国、台湾、シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ  

 (2)北米……アメリカ合衆国 

３．会計処理の方法の変更 

    前第３四半期連結累計期間  

 （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２.（1）に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）

を適用しております。 

        なお、これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

 （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２.（2）に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務

対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。 

        なお、これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

  

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
北米

（百万円） 
計

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  95,398  18,225  1,474  115,098  ―  115,098

(2）セグメント間の内部売上 

高又は振替高 
 4,633  2,653  2  7,290 △7,290  ―

  計  100,032  20,879  1,477  122,389 △7,290  115,098

営業利益  4,049  316  32  4,398 △2,305  2,092

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
北米

（百万円） 
計

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  74,660  15,900  787  91,348  ―  91,348

(2）セグメント間の内部売上 

高又は振替高 
 3,363  9,084  4  12,452 △12,452  ―

  計  78,023  24,984  792  103,800 △12,452  91,348

営業利益（△損失）  3,016  607  △9  3,614 △1,801  1,812
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前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1)アジア……………大韓民国、香港、中華人民共和国、台湾、シンガポ－ル、マレーシア、インドネシア、

タイ 

(2)その他の地域……アメリカ合衆国、イスラエル、オーストラリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

    該当事項はありません。 

【海外売上高】

  アジア その他の地域 計

Ｉ 海外売上高（百万円）  4,212  457  4,670

Ⅱ 連結売上高（百万円）  ―  ―  26,274

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 16.0  1.7  17.8

  アジア その他の地域 計

Ｉ 海外売上高（百万円）  8,937  402  9,340

Ⅱ 連結売上高（百万円）  ―  ―  37,149

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 24.1  1.1  25.1

  アジア その他の地域 計

Ｉ 海外売上高（百万円）  20,732  1,562  22,294

Ⅱ 連結売上高（百万円）  ―  ―  115,098

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 18.0  1.4  19.4

  アジア その他の地域 計

Ｉ 海外売上高（百万円）  21,746  831  22,578

Ⅱ 連結売上高（百万円）  ―  ―  91,348

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 23.8  0.9  24.7

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

   （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   （注） １株当たり四半期純利益（△損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    該当事項はありません。 

 該当事項はありません。  

  ① 平成21年10月30日開催の取締役会において、平成21年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主

に対し、剰余金の配当として、１株につき20円（総額495百円）を支払うことを決議いたしました。 

    ② その他の該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,903.96円 １株当たり純資産額 1,908.19円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円39.50 １株当たり四半期純利益金額 円42.69

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

四半期純利益（百万円）  977  1,056

普通株主に帰属しない金額（百万円）  ―  ―

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  977  1,056

期中平均株式数（千株）  24,756  24,754

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額 円△4.98 １株当たり四半期純利益金額 円28.53

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

四半期純利益（△損失）（百万円）  △123  706

普通株主に帰属しない金額（百万円）  ―  ―

普通株式に係る四半期純利益（△損失） 

（百万円） 
 △123  706

期中平均株式数（千株）  24,755  24,754

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】

- 23 -



該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月10日

新光商事株式会社 

取締役会 御中 

      公認会計士桜友共同事務所 

      公認会計士 大河原 恵史 印 

      公認会計士 肥沼 栄三郎 印 

      公認会計士 中市 俊也  印 

 私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新光商事株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四

半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新光商事株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキ

ャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１. 上記は、四半期レビュ－報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月10日

新光商事株式会社 

取締役会 御中 

      公認会計士桜友共同事務所 

      公認会計士 肥沼 栄三郎 印

      公認会計士 藤枝 宗明  印

      公認会計士 中市 俊也  印  

 私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新光商事株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四

半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新光商事株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキ

ャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１. 上記は、四半期レビュ－報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

      ２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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